
第3章◆平成16年財政再計算頼果との比較  

16年度以前  

の基礎的数  17年度の基礎的数値  18年度の基礎的数値  

値  

17年度末積立金                             16年度末積         名目運用利       運用収入以       名目運用利         運用収入以  損益外減損   

推計値   立金  回り  外の収支残       回り  外の収支残  処理   

A17   A16  B17  C17  B18  C18   D18   
① 実績   実績  実績  実績  実績  実績   実績   

② 推計値  実績  実績  実績  実績   実績   

③推計値  実績  実績  実績   実績  

④ 推計値  実績  実績   実績   

勤推計値  実績   実績   

実績   

（診 推計値                                                              ☆ 将来見通し                                                            触  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

表3－4－6の要因分解  

○ 名目運用利回り及び運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分についてさらに要因   

分解を行うことで、、出産川年度末の積立金の実績と将来見通しの市離の分解をより細かいものにした。   

その際、経済要素に関しては、以F述ノミるように、名目賃金上昇率を基準に捉えることとした。  

O n年度の「名目運用利回り」Ⅰ∃r、を次式のとおり、「被用者年金全体の名目賃金上昇率」Bb，1と「実質的   

な運用利回り」Ba‖に分解する。  

1＋名目運用利し司り＝（1＋実質的な運用利恒」り）×（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

1＋fうr、＝（1＋1うa‖）×（1十Bb－）・・・（5）  

O n年度の「運用収入以外の収支残」（∴－は、（運川収入以外の収支残）＝（保険料収入）（給付費等）   

と表すことができる。ここで「給付費竿」とは、保険料収入から運用収入以外の収支残を控除したもの   

のことであり、給付費や基礎年金拠出金などの支Ll1額から、 運月川文人及び保険料収入以外の国庫負担、   

基礎年金交付金などの収入額を控除したものである。  

○ 保険料収入は、対象としている当該制度の名目賃金上昇率に連動して変動し、「給付費等」は年金改定   

率（物価スライド率等）に連動して変動するものと考えられる。  

保険料収入と、11該制度の名L］賃金トニ杵率との関係については、名目賃金上昇率が年度末における1人   

当たり標準報酬額の前年比であり、標準報酬月額の改定は通常9月分からであることや納入月等も考慮   

し、当年度の名目賃金L昇率の半咋分と前年度の名目賃金上昇率の半年分が保険料収入に織り込去れる   

むのと考える。   

ここで、ひとつのモデルを考える。各牛度末現在における1人、⊥うたりの標準報酬額の比が、  

前々年   

標準報酬額の比   

度未   前年度末   1年度末  

1＋X   （1＋X）×（1＋Y）   

であるとし、この年度間において人数変動が起きないとする。  

1＋X  

6か月  6か月  6か月  6か月  

（1＋X）×（1＋Y）  

前々年度末  前年度末  当年度末  

前隼度【l1の保険料  1年度中の保険料  

当年度中の標準報酬額と前年度中の標準報酬額の比をpとすれば、  

（1／2）×（1＋X）＋（1／2）×（1＋X）×（1＋Y）   （1＋X）×（1＋Y／2）  

（1／2）＋（1／2）×（1十X）   

β≒（1＋Ⅹ／2）×（1＋Yノ′／2）  

1＋X／2   
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運用収入以外の収支残の承離分析の際には、このような半年分の調整を各被用者年金制度と被用者年金   

全体について以Fのように行うこととする。  

制度の名目賃金上昇率  

＝（1＋当該制度の当年度名目賃金上昇率／2）×（1＋当該制度の前年度名目賃金上昇率／2）－1  

被用者年金全体の名目賃金上昇率：Ca。  

＝（1＋被用者年金全体の当年度名目賃金上昇率／2）  

×（1＋被用者年金全体の前年度名目賃金上昇率／2）－1  

一方、年金改定率と給付費等との関係についても、年金改定（物価スライド）は通常4月分からであ   

り当該年金の支払いは6月からなので、年金改定率の影響は前年度2ケ月分、当年度10ケ月分が当年度   

の給付費等に織り込まれるものと考えられるため、保険料収入と同様の考え方による処理を行うことと   

する。  

O n年度の「制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入」Cd。と「年金改定率が0％の場合の給   

付費等」Ce。を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入：Cd。＝保険料収入／（1＋当該制度の名目賃金上昇率）  

年金改定率が0％の場合の給付費等：Cen＝給付費等／（1＋年金改定率）  

○ また制度の名目賃金上昇率と被用者年金制度全体の名目賃金上昇率の関係として、n年度の「制度の   

名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率」Cb。と、「年金改定率の被用者年金全   

体の名目賃金上昇率に対する比率」Cc。を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：Cb。  

＝（1＋当該制度の名目賃金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

年金改定率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：Ccn  

＝（1＋年金改定率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

○ すると、運用収入以外の収支残は、以下のように表されることになる。  

運用収入以外の収支残：C。＝保険料収入一給付費等  

＝CdnXCbnX（1＋Ca。）－Ce。×CcnX（1＋Can）・・・（6）  

○ 式（4）～（6）により、平成18年度末の積立金A18は、以下のように表されることになる。  

A18＝A16×rlt＝17～18（1＋Bl）＋∑t＝．7～18［ctx（1＋Bt／2）＋Dt］×H。＝L．l～18（1＋Bu）  

＝A16×Ilt＝．7～18（1＋Bat）×Ht＝17～．8（1＋Bbt）  

＋∑t＝17～18（［cdtXCbtX（1＋Cat）一CetXCctX（1＋Cat）］  

×［1＋（1＋BaL）×（1＋Bbt）］／2＋Dt）  

×口。＝t＋1～18（1＋Ba。）×n。＝t＋ト．8（1＋Bbu）・‥（7）  

推計式（7）の変数A16、Ban、Bb。、Ca。、Cb。、Cc。、Cdn、Cen（n＝17～18）、D18に実績又は将来見通しの数   

値を次責の表のように代入していき、推計値（1）～（☆）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与   

を計算することができる。例えば、積立金計算の基礎的数値すべてに実績を入れれば、平成18年度末積   

立金の実績が得られる。また、積立金計算の基礎的数値すべてに将来見通しを入れれば、平成18年度末   

積立金の平成16年財政再計算における将来見通しが得られる。  
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01対表31－4の作成と同じようにして、以上16仰の基礎的数値を順に、実績から将来見通しへ入れ替え、   

式（7）の値の差を計算することで、各鹿渡的数値が将来見通しと異なったことの寄与分を得ることができ   

る 

なお、、ド成17～18隼度の各牛度についてC〔）．、とCc．、は同時に入れ替え、入れ替えたときの推計式（7）の   

値の差を、それぞれ、ド成17へ」8年度〝）（運用収入以外の収支残における）「被用者隼金全体の名目賃金  

J二昇率以外の経済要素が将来見通しと輿なったことの寄与」とした 

l・TJ様にCd‖とC〔？，．もl■了J日割こ入れ梓え、入れ称えたときの推計式（7）の伯の差を、それぞれ平成17～18年   

度の（連用収入以外の収支残における）「人「1要素等が将来見通しと異なったことの寄与」とした 

0Ⅰ）‖の取扱いは【又はこト11における場合と同様で、実際〝）意味を持つのは、ド成18隼度の私学共済のと   

きのみである 

O 推計結果（∫い7）のイ直）は次々表、川いた展礎的数値は167～168真のとおりである。  

16年度以  17年度の基礎的数値  18年度の基礎的        数値  

前の基礎                        名日運用利回り算出  
的数値                        のための基礎的数値  経済要素  のための基礎的数値  経済要素  人口要素等  

各制度別  各制度別  
の名目賃  の名目賃  
金上昇率  金上昇率  損益  

被用者年  被用者年  損処  
金全休の  金全体の  

被用者年    名目賃金  被用者年     名目賃金  
実質的な  

柑年度末積立金推計  
値  積立金  リ  上昇率  後）  比率  る比率  料収入  付着等  リ  上昇率   後）  比率  る比率   料収入  付費等   

A柑  D   

実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   実績   実績  実績  実．  績  実績  実績  実績  
（1）実績                                         十値  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   実    実績  実績  実    実績  実績  実  

十値  将来見属し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   実  見  実績  実績  実    実績  実績  実  
十値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績   実    実績  実績  実  績  実績  実績  実績  
十値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績    実  責  実績  実績  実績   実績  実績  実績    十値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見鷹し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績    実      冥措  実 

実績  ，  績  実績  実績  実績  
十値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見鷹し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績    実  責  実績  実績  実  表  実績  実績  実  

十値  将来見通し  将来見磯し  将来見通し  将来見眉し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見、  し  実  責  実績  実績  実  鼠  実績  実績  実      十値  将来見通し  将来見属し  将来見通し  将来見磯し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見－  し  将来見  通し  実績  実績  実  嘉  実績  実績  実      †値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見崩し  将来見■  し  将来見  通し  将来見通し  実績  実績   実績  実績  実      十値   
将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見鷹し  将来見  し  将来見  通し  将来見通し  将来見通し  将来見属し   実績  実績  実  

十値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見t  し  将来見眉し   将来見通し  将来見通し  将来見遷し   将来見属し  将来見通し  実  

（☆）将来見通し   将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見崩し  将来見通し  将来見、  し  将来見通し   将来見通し  将来見通し  将来見通し   将来見通し  将来見通し  将来見崩し   

≠成川隼度末粟＼1工金び）推計伯 ▲覧  

厚牛隼金  国技済十地丹済   l刃共済   地共済   私学共済   
兆ト】」   借ll」  佑＝  伯「り  億r【   位†」  億‘トIJ  億＝  億ト1」  

（1）′某紙  ［17：う．6］  ′185，20日 l512，∫109］  88，1こi7［92，162」  ：う97，071ト420，246］  33，831［35，563］  
卜仙  ［169．1］  ′182，′′11こう ［5（〕1，068」  88，287［90，659］  ：う91，126［110，′408］  ニう3，710［31，362］  

ト佗  ［159．7］  167，311 ト164，694］  86，332［86，137］  380，979［378，557］  32，406［32，517］  
ト佃：  ［162．0］  17こう，956 ト171，303］  87，567［87，369］  386，389［こi8二i，9ニi4］  32，864［32，977］  
†  ［161．9］  ′17こ1，弧う ト′171，2101  87，518［87，351］  386，315［こう83，860］  32，861［32，971］  
†  ［162．3］  ∫′17／1，5∫′10 ト171，88ノり  87，700［87，502］  386，840 r381，382］  32，926［33，039］  
ト催  ［162．R］  ′′17′1i175 ［ノ171，819］  R7，752［87，554］  386，722［384，265］  32，893［ニう：う，006］  
1  Ⅷ  ［158．1］  ′157，7日り ト1う7，789］  85，33日［85，338］  372，451［372，∠151］  31，757［31，757］  
比  Ⅸ  ［16ト′1］  ノ167，侶6＋［購7，′′146］  87，143［87，ト1：う］  380，303［こう80，ニ103］  32，430［32，430］  
川  ［161∴う」  ‘′167，296 ［′1（う7，296］  87，川7［87∴107］  3SO，189 L380，189］  32，′126［：う2，426］  

川  ［161．8」  ′168，112 ［購8，112］  87，280［87，280］  ニう80，832 し380，S32］  32，497［32，‘′197］  
川「  「161．1］  ′′捕H，829 ［購8，829］  R7，508［87，508］  381，：う21［381，321］  32，′170［32，170］   

（☆）将来見通し     「161．1］  ′′16日，829 ［′1（う8，829］  H7，50日［87，508］  381，321「こう81，：う2り  32，825［32，825］   

汀．「］内け、畔価ベースである  
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補遺3  

平成18年度の収支比率の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの蔀離の要因分解について   

平成18年度の収支比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加工値。以下同様。）の帝離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様の変数を用いて以下のように行った。  

図表3－5－2の要因分解   

収支比率は、総合費用を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率であり、平成n年度の収支  

比率をA。、平成n年度の総合費用をBn、平成n年度の保険料収入をCn、平成n年度の運用収入をD。  

とすれば、次の式で表される。  

An＝B。／（Cn＋Dn）‥ ・（1）   

推計式（1）の変数B．8，Cl只，DIHに実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①  

～④まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①－推計  

値②は、平成18年度の総合費用の罪離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成18年度収支比率の実績となり、推計値④は平成16年財政再計算における平成18  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成18年度時点の収支比率の蔀離（①－④）を分解したものが図表3－5－2である。  

図表3－5－3の要因分解   

収支比率の因子である運用収入は、前年度末の積立金及び当年度の運用収入以外の収支残と名目運用利  

回りによって計算される。平成n年度末の積立金をEn、平成n年度の運用収入以外の収支残をG。、平成  

n年度の名目運用利回りをF。とし、名目運用利回りを前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、  

運用収入を用いて  

F。＝Dn／（En，＋G。／2）  

と定義すれば、運用収入は次の式で表される。  

Dn＝（E。1＋Gn／2）×Fn・・・（2）   

総合費用は、保険料収入、運用収入など自前財源で賄うこととなる支出であり、給付費、基礎年金拠出  

金（国庫・公経済負担分を除く）などが太宗を占める。総合費用の増減は、経済要素として年金改定率、  

人口要素として受給者数の増減による影響が主要なものであると思われる。平成n年度の総合費用の対前  

－162 一  
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年度の増減率をRIうー、（二lう，、／Ii▲‥1）（〔し、、n或n年度の年余改定率Il‖とそれ以外の要医＝こ分解してみ  

ることとする〔 

R鮎】＝（1十l柑，、）／（1十‖．1）1  

と定義すれば、R仙】1はn隼度の隼金改定率が0％の場合の総合費用の増減ヰiを表すこととなる。総合費用  

をこれらを川いて表すと次のようになる 

H，、＝二Ⅰう‖1：く（1十ⅠⅠ‖）×（1＋1Ⅷht－）・・・（ニう）   

保険料収入の増減は、経済要素として各制度別の名「1賃金庸ヰ（年齢構成の変化による影響を除き、  

9月舅・給の、「年分調整後）、人l憎素として被保険者数の増減による影響が主要なものであると思われる。  

、巨成n年ノ如）保険料収入の対前年度の増減宵をRC－1（＝C‖／C＝11）とし、、n戒n年度の各制度別の才＝1  

賃金上昇率l．1とそれ以外の要因に分解してみることとする。  

IそCiヨ、＝（1＋RC‖）／（1十Ⅰ，、）1  

と定義すれば、lくCj－、はIlイド度の各制度別の虜＝賃金上昇率が0％，の場合の保倹料収入の増減率を表すこと  

となる〔）保険料収入をこれらを川いて表すと次のようになるr〕  

C．1ニC ，、】×（l＋1▲、）×（1†Ⅰて（二i．】）・・・（′1）   

式（l）に式（幻～（4）を代人して、収支比ヰを、幸一H運用利l‖1り、隼金改定率、名＝賃金上昇率などの要因  

に分解すると以仁のょうになる   

八‖＝1i‖1×（卜十ⅠⅠ．，）×（1＋Rtirl‖）／［〔二Ⅰ‥×（l＋ⅠⅠ、）×（1十Ⅰく（二㌦）†圧‖．＋G，ノ2）×Ⅰγrl］  

・・■（5）   

補遺2で述べたし上うに、積＃令は、前隼度末の積立金と†さ］年度の名「1運用利回り、運用収入以外の収支  

残を川いた漸化式に上って表すことができる。、n或n隼ノ如）遵川収入以外の収支残を〔；‖で表すと、漸化  

式は以下のょうになる＝  

仁‖＝Il．1【X（1十IT，－）＋（】‖×（1＋F‖ノ／2）   

この漸化式を川いて、、n成17年低木桔立金を表すと以卜のようになる′ 

Ⅰミ1丁＝1（川×（1＋Ft7）十C．7×（1＋r√．7／2）‥・（6）   

収支比率の要因分解を式（5）、（6）を用いて、巨成17年度（積立金は16年度）まで遡って繰り返しイ」二うと、  

次のようになる。  

八一H＝H】7×（l十fI川）×（l＋Rl柚1H）  

／［（二，7×（1十IIH）×（1十1くし二iⅢ）1Ⅰミ川×（1＋ド17）×卜川  

ト〔；】7×（1＋ド．7′／2）×ド川1（；1HXF川／2・・・（7）   

推計式（7）の変数Ⅰう】丁，（∴7，Il；；‖、，Ⅰ川ト1いべ】】H，Ⅰ‡Ciト；Fl，（；，（lノ＝17～18）に実績又は将来見通しの  

数値を次真の表のように代人していき、推計伯（1）～（12）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与  

を計算することができる。例えば、推計イ直＝）推計佃（2）は、平成17年度の総合酎裾）釆離の寄／ブ・分であ  

る〔J   

なお、推計値（1）は、n戒18イH射叉支比率び）実績となり、推計伯（12）は、n成16年財政巾計削こおける、巨  

成18隼度の将来見通しとなる。   

推計結果（式（7）のイl勘 は次々表、川いた堪礎的数術は167～168貢のとおりである。  

16ニう   



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

平成18年度収支比率の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

％   ％  ％   ％  ％   ％  ％   ％  ％  

（1）実績  ［104．1］   83．7 ［86．3］  95．8 ［96．4］  80．3 ［83．4］  76．3 ［73．2］   
（2）推計値   ［101．3］   84．5 ［87．2］  93．9［94．5］  81．9 ［85．0］  75．6 ［72．6］   
（3）推計値   ［101．5］   84．7 ［87．3］  94．1［94．7］  82．0 ［85．2］  75．8 ［72．7］   
（4）推計値   ［103，0］   85．0 ［87．7］  93．9 ［94．5］  82．5 ［85．7］  75．4 ［72．4］   
（5）推計値   ［103．9］   83．6 ［86．2］  94．2 ［94．8］  80．7 ［83．7］  75．3［72．2］   
（6）推計値   ［102．4］   82．6 ［85．0］  93，0 ［93．6］  79．7 ［82，6］  74．0 ［71．1］   
（7）推計値   ［104．0］   82．1［84．5］  93．0 ［93．6］  79．1［82．0］  75．3 ［72．2］   
（8）推計値   ［104．5］   82．2 ［85．0］  92．9 ［93．9］  79．3 ［82．5］  75．4［73．0］   
（9）推計値   ［105．4］   82．6 ［86．4］  93．1［94．5］  79．8 ［84．1］  75．9 ［73．9］   
（10）推計値   ［105．3］   82．6 ［86．4］  93．0 ［94．5］  79．7 ［84．1］  75．9 ［73．9］   
（11）推計値   ［110．8］   93．5 ［93．5］  97．6 ［97．6］  92．2 ［92．2］  85．3 ［85．3］   
（12）将来見通し  ［110．8］   93．5 ［93．5］  97．6 ［97．6］  92．2 ［92．2］  85．3 ［85．3］   

注：［］内は、時価ベースである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺4  

平成18年度の積立比率の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの蔀離の要因分解について   

平成18年度の積立比率の実績と平成川隼財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加1ニイ良。以下同様。）の乗離♂）要匪l分解（乗離に対する各要因の寄与一分の計算）  

は、積れ金と同様の変数を用いて以下のょうに行った。  

図表35－6の要因分解   

積立比率は、前隼度末積立金を総合費川で除して得られる比率である。平成n年度の積立比率をArl、  

平成n年度の積立金をHIl、平成n牛度の総合費用をCr－とすれば、  

八一、＝HI、1／C‖  

である（〕   

したがって、平成18年度の積立比率A川は次式で表せる。  

八．H＝王うー7／CIH・・・（1）   

推計式（1）の変数B．7，CⅢに実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①～③  

まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値（彰一推計値②  

は、平成17年度末積立金の乗離の寄与分である。   

なお、推計値G〕は平成18年度積立比率の実績となり、推計値（診は平成16年財政再計算における平成18  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の帝離（①←⑧）を分解したものが図表356である。  

18隼度相克比率推計伯  前f＝隻末梢、■／二金  18隼度総合曹用   

A18   B17   C18   

〔D実績   実績   実績   

（診推計値   将来見通し   実績   
③将来見通し   将来見通し  将来見通し   

図表3▼57の要因分解   

補遺2で述べたように、積立金は、前咋度末の積立金と当年度の名目運用利恒川、運用収入以外の収支  

残を用いた漸化式によって表すことができる。平成n年度の名臼運用利回りをDll、平成n年度の運用収  

入以外の収支残をE。で表すと、漸化式は以卜のようになる。  

BI、＝Bll1：く（1＋U．、）＋EI、×（1＋f）Ⅰノ2）   

この漸化式を用いて、 平成17年度末積立金を表すと以下のようになる。  

B17＝Ⅰう1（、×（1＋T〕17）＋ E17×（1＋D17／2）‥・（2）   

総合費用は、保険料収入、運用収入など自前財源で賄うこととなる支出であり、給付費、基礎年金拠出  

金（国庫・公経済負担分を除く）などが太宗を【【Jめる。｝ 総合費用の増減は、経済要素として年金改定率、  

人【1要素として受給者数の増減による影響がii要なものであると思われる。、Iそ成n年度の総合費用の対前  
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年度の増減率をRCn（＝C。／C。1－1）とし、平成n年度の年金改定率Gnとそれ以外の要因に分解してみ  

ることとする。  

RCg。＝（1＋RCn）／（1＋G。）一1  

と定義すれば、RCgnはn年度の年金改定率が0％の場合の総合費用の増減率を表すこととなる0総合費用  

をこれらを用いて表すと次のようになる。  

Cn＝C。1×（1＋Gn）×（1＋RCgn）‥・（3）   

積立比率の要因分解を式（2）、（3）を用いて平成17年度（積立金は16年度）まで遡って行うと、次のよ  

うになる。  

A柑＝［B．6×（1＋D17）＋E17×（1＋D17／2）］  

／［C17×（1＋G18）×（1＋RCg．8）］‥・（4）   

推計式（4）の変数B．6，C17；D17，E．7；Gl臼，RCg18に実績又は将来見通しの数値を次頁の表のように代入  

していき、推計値（1）～（7）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例  

えば、推計値（1）一推計値（2）は、平成16年度末積立金の帝離の寄与分である。   

なお、推計値（1）は平成18年度積立比率の実績となり、推計値（7）は平成16年財政再計算における平成  

18年度の将来見通しとなる。   

推計結果（式（4）の値）は次々表、用いた基礎的数値は167～168頁のとおりである。  

年度積立比率推計  

平成18年度積立比率の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

（1）実績   ［6．2］   9．7 ［10．3］  7．1 ［7．4］  10．6 ［11．2］  10．3 ［10．8］   
（2）推計値   ［6．0］   9．6 ［10．1］  7．1 ［7．3］  10．5 ［11．0］  10．2 ［10．4］   
（3）推計値   ［5．8］   9．5 ［9．5］  7．0 ［7．0］  10．3 ［10．3］  10．0 ［10．0］   
（4）推計値   ［5．8］   9．5 ［9．5］  7．0 ［7．0］  10．3 ［10．3］  10．0 ［10．0］   
（5）推計値   ［6．0］   9．4 ［9．4］  7．2 ［7．2］  10．1［10．1］  10．1［10．1］   
（6）推計値   ［6．0］   9．4 ［9．4］  7．2 ［7．2］  10．1［10．1］  10．1［10．1］   
（7）将来見通し   ［5．9］   9．3 ［9．3］  7．2 ［7．2］  10．0 ［10．0］  10．1［10．1］   

注：［］内は、時価ベースである。  
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ための慕  礎的数鳳漢欄  
厚生年金   国共嘉  地共〉斉  私学共済   
兆円  

020  039  07こl  109  

035  035  03Y 

［1713］   

t5612  

［620」  337  240  359  416  

L629j  345  248  367  424  

017  O19  019  O19  07  010 

008  008  008  008 008 

7603  6082  252  ？5フ  

40389  

O18  023  827  089 

022  022  022  02  

Ⅵ  1000  1001  D999  

64256  

′‡：弓1（）264  

47968  

03  03  03  03  03  03  03  03  03  

0ロ5  DO5  005  005  005  005  

1002  10D？  

40482  

48016  

47992  

4了5662  

柑045  

L3D3］  383  299  402  374  

［312」  392  3D8  41l  383  

0ロ1  003  003  0已3  

009  009  009 

61  8499  228  228  

40644  

429  063  06こ！  042  04？  071  07l  442  442  

い  437  085  085  0こI4  034  103  103  522  522  

008  022  008  ロ08  032  076  

009  OD9  009  009  009  

礪  0999  

6－l8D8  

‡315665  
49】19  

144  240  24〔）  469  469  165  †十十  326  326  

＝柑  266  266  495  495  191  351  

03  03  0こ！  03  03  03  83  03  0二l  

025  025  025  025  

0998  

40735  

ヰ9266  

485208  

人I  355  

］485208   

1 ′2  3  
平成16年度の東金上昇滞  

各制度別の名目1金上昇牽 L％†～  

被用青年会全体の名目賃金上昇率 ％12  

A6  巨、 B、 平成16年虎夫積立金  

平成＝年虐の運用収入「共済漬価は正味運用収入  

F  名目運用利回り（％  

B∂  実賞的な連用制回り、％  

平成17年度の東金上昇率  

各制度別の名目1金上昇率叫巨＝  

Bb 被用者年金全体の名目賃金上昇率 ％ノ′壬2  

G 平成17年度の運用収入以外の収支残  

C  保険料1収入  

各制腫別の半年分洞野後名目1金上昇率 恥 

Ca  裾用青年食全体の名目1金上昇率「半年分調整後、％ 

Cb  い各制度別の名目1金上昇率：小破牌青年会全体の名目  

給付t＋基礎年金拠出金‖司庸・公経済負担分を除く よ礎年金交付金  

その他収入基礎年金拠出金の国庫・公経済負担分を除く）その他支出  

日，′  C  再掲）総合★用  

物価上昇率 ％  

年金改定率′2ウ月分研善後 ％  

Cc い年令改定率）‘卜被用看年金全体の名目千金上昇科  

Cd  各制度別の名目千金上昇率がD％の場合の保険料収入  

Ce  年金改定率が0恥の場合の給付費琴  

年金改定牽が0％の場合の総合費用  

平成17年度末積立金  

平成18年康の連用収入（共済礪価は正味運用収入  

F川  D 名目運用利回リ r恥  

Ba川  実r的な連用利回り％ 

平成18年度のt金上昇率  

各制度別の名〔‖I金上昇奉 ％靂2  

Bb，白  根用春雪金全体の名目賃金上昇率％：′12  

G戸  E，う  平成18年度の運用収人以外の収支残  

保険料収入  
保険讐ヰ収入増滅率％  

RClじ  各岬」庫別の半年分蛸壷醜名目1金上昇率がn％の場合の保険†斗収  

Ⅰ  各制度別の半年分調を後名目1金上昇率：％ 

被用青年金全体の名目1金上昇牟半年分調整後）、鴨  

l＋各制度別の名自丁金上昇率rl＋被用青年会全体の名目  

給付費十基膨年金拠出金（国庫・公梓済負担分を除くノ基礎年金交付金  

その他収入し基礎年金拠出金の国庫公経済負担分を隙くノその他支出  
再掲ノ総合費用  
総合★用地減車恥 

RBト示 RCg，H  年金改定袈がn％の場合の総合■用噌薫牟 ％  

物価上昇率（％  

H月  Gき  年会改定牽パケ月分明警護  ％ 

Cc 年金改定率1r卜被用看守金全体の名目t金⊥昇率 

Cd 各制度別の名目文金上昇率が0％の場合の保険攣4収人  

Ce 年会改軍奉が0％の場合の給付書写  

平成18年虎夫積立念（私学脚価変更前  

Dよ JR F。    私学共済の損益外戚損処理r評価変更後ベス積立金、㈲価変更前ぺ¶  

平成8年度末書轟立会〔乱筆評価変更後  

主1［］内は、時価ペースである 
主2 表中の名目賃金上昇率は、年齢構成等の変動による影書を除いた標準報酬総額の上昇率であし」、被用青年会全体の数値は、租し、推計値である  
主3 その他支出は、有価証券売却損等の兼用（運用収入（簿価止正味運用収入の差を控除した態と」ている  
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（●★）和平成18年席東積立金．②平成18仕庸収支比韮．⑨平成18年瘡糟立比重多♯附するための1   礎併I畿価（平成  川窪財政萬計  ♯t十  

J壬生年金  国共済＋ 地共済  国共清   地共済  私竿共済   

① ②  ③  兆円  億円  億円   億円  億円   
平成16年度の1金上昇率   

各制度別の名目1金上昇率（％）  0る   06   06  06   08   

被用有年金全体の名日丁金上昇率（％）  08   06   06  06   06   

Ald  El一  日川 平成1ち年度末雫I立金  1675  465．0引  87．1丁5   377．886  31．98   

平成17年魔の運用収入 注  3   7．3息   137  6．012   51   

F－7  名目i■用利回り（％）  181   160   159  160   1．60   

Ba17  菓責的な運用利回り（％）  050   030   0．28  030   0．30   

平成17年度の↑金上昇率  

各制度別の名目1金上昇奉（％）  13   13   13  13   13   

Bbl】  被用者年金全体の名臣1金上昇率（％）  13   13   13  1．3   

G一丁     平成11年魔の運用収入以外の収支残 注  65  7．106  －1．342   5．784  －224   

C，，  保険料収入  20．8  41．346  10．24g   31．Og7  2873   

各制度別の半年分調整後名目1金上昇率（％）  095   095   095  0g5   0，95   

Ca17  被用有年金全休の名目1金上昇寧（半年分Ⅵ妊後）（％）  095   095   095  095   0，95   

Cb＝  （巨各制度別の名日1金上昇率）／（卜被用書年金全体の名∈‖l金上昇率）  1000  1000  1000   100【）  1∝H）   
給付書＋基礎年金拠出金（国ヰ■公経済負握分を除くト基礎年金交付金  注  278  65285  1丁847   47438  3．869   

その他収入（基礎年金拠出金の国庫■公経済負摺分を除〈）－その他支出  06  沌833    256  10，5丁6   28   

B‖  C＝     （再掲）総合費用 注  271  48．452    591  38，861  3．098   

物価上昇率（，も）  05   0．5   05  D．5   D5   

年金改定率（2ケ月分Ⅶ整後）（％）  0，22  －D．22  022   0．22  －822  

（l＋年金改定率）／伸欄用有年金全休の名目1金上昇率）   0988  0．988  D988   0．988  0988  

各制度別の名日t金上昇率が0，もの場合の保険料収入   206  40．956  10．152   30．804  28ヰ6  

年金改定辛が0％の爛含の給付曽爾   273  48．558  11．618   36．9一＝  3104   

年金改定率が0，もの場合の総合★用  27．1  48．558  11．引8   36．gヰ1  3，104   

平成1？年度末積立金 注  144 

注基礎年金拠出金に係る餉庫・公経済負担の平成16年改正後の引上げ分を反映した加工値である。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺5  

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について （考察）  

（り本補遺の問題意識   

本章第4節では、保険料や給付費が長期的には概ね宰，日貨金上昇率に応じて増減すると考えられること  

から、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績と平成16年財政再計算との帝離に関し、名日貨金  

上昇率が見通しと呉なった分を除いた、咋金財政への実質ベースの影響について分析している。しかし、  

実際の年金制度では、受給者になってか〔）は、65歳までは賃金t二昇平で、65歳以卜は物価上昇率で年金額  

が改定されていく（このほかにマクロ経済スライドによるスライド調整もあるが、ここでの議論に本質的  

な影響を与えないし、簡単にするため、二こでは考えない。）。果たして、最初の長期的な仮定は正しいの  

であろうか⊂）   

以卜では、トド成16隼財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」での分析をもとに、賃金卜打率、  

物佃上昇率の給付費に対する影響について考えてみる。この財政再計算結果に基づく財政検証では、財政  

再計算に使用されたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試算を  

行っている。その【11に、年金制度や人口の要素は動かさずに、運用利回りや賃金t昇率といった経済前提  

のみを変更した場合の将来推計がある。   

その動かし方は次♂〕ようなものである 

運用利回り  賃金上昇率  物価上二昇率  

基準ケース（財政再計算）  

経済変更1  

経済変更2  

2．1％  1．0％   

（2009年度以降の前提について動かしている。）  

このように、物価上昇率は固定したま．美で、賃金上昇率を変更している。そのため、賃金上昇率の変動  

の影響、すなわち、賃金上昇率と固定した物価U首率のどちらに、どのように影響されるかが観察できる。  

（2）経済前提の給付費に対する影響   

毎年度の年金給付費に影響するものとしては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さらに  

は新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。   

なお、卜記の変更したケースでは、運用利回りも同時に、わずかではあるが動かしている∴給付費には、  

運用利回りは本来直接の影響はないが、積立金の連用収入の変動がマクロ経済スライドの掛かり方に影響  

するため、給付額にも間接的に影響を′ブ・える。しかし、ここでは、いずれかのケースでマクロ経済スライ  

ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運用利回りの変動の影響  

は考えなくていい。   

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる。定常状態を考え、かつ、将  

来のこととすると、すべての被保険者、′、之給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通りに被保険者になり、  

報酬を得、その後受給者となる〔＝、11然各隼度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。1つ  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酬は、年度を経るに従い、全体に賃金上昇率  

分大きくなっている。従って、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増加していく。  

（3）前提を変更した場合の試算結果から見た影響   

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、   

給付費総額 ＝ ∑個々人の年金給付額  

＝ ∑個々人の年金額×（1一支給停止割合）  

＝ ∑piXbi  … … ①   

ここに、Piは受給者をグループ分けしたときの人数であり、人口要素を代表する。なお、これには支  

給停止等の経済前提の動きに関係のない事項の影響も含めて考えることとする。また、blはplグループ  

の年金額の平均とする。   

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化しない。   

つまり、①式の年金給付額biがスライドされるだけである。   

さらに、  

財政再計算におけるn年度の給付費総額  A。  

経済前提を変更した場合のn年度の給付費総額  B。  

として、  

R。＝Bn／An  … … … ・②  

とおくと、人口の年齢別の変動が極端に動かない限り、近似的には、R。からはpiという人口要素の影響  

は概ね消え、財政再計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済前提での報酬や年金改定の影響の  

累計の比であると見なすことが出来る。   

このR．－の伸び率を、  

・・・・… … ③  p．1＝ Rn十．／Rn 1  

と置くと、これは各年度の経済前提の違いによる給付費の伸びの違いとなる。   

このpの動きを図にすると、図5－1のようになる。  
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図5－1経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較  

1
 
9
 
8
 
7
 
6
 
5
 
4
 
3
 
2
 
1
 
〇
 
 

0
 
0
 
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 
 
 
 
0
 
0
 
 

一
 
一
 
 

ー0．3  

－0．4   

－0．5  

－0，6   

◆0．7  

－0．8   

－0．9  

－1  

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095   

横軸より卜‘に推移している曲線が、経済変更1賃金上昇率が低くなった場合であり、L二に推移して  

いる曲線が経済変更2賃金仁片率が高くなった場合【である。   

最初の数年間（2010年度まで）は、経済前提は変更していないため、／）の動きは0である。その後2020  

隼度あたりまでは、グラフの数伯は、経済変更1でマイナス0．1～0．15％、経済変更2で、プラス0．1～0．2％）  

の伸びがみられる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライドの適用期間の違いによるスライド  

調整の差の影響である。2040年度噴から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいである。  

（小長期的な影響   

経済要因の変動の長期的な影響は、l￥151（7）2040年度頃より彼のところで観察できる。〕グラフをみると、  

経済変史1では、マイナス0．3％のあたりを、経済変更2では、ブラス0．4％のあたりを動いているしつ この  

数値は、先に見た、経済前提の申の賃金l二汁率の某準ケースとの差と同じである。   

この頃の受給者は、概ね財政巾計算の基準時ノ［さエ以降に裁定された者であり、また、年次が後になるほど、  

その被保険者期間も基準畔点以降のみの芹が増えていく（モデル計訊こ近づいてくる。）。   

これは次のように考えることができる∵将来推計では、性、年齢、加入期問別にグループ区分をし、推  

計していく。ある年度（t）とその翌年度（い1）の受給者を惟、年齢別にグループ別に眺めてみると、規模は  

もともとの山生状況によって異なっていろが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢別の分布  

も「〔i］じである。つまり、相似形をしていろといえる。1点違っているのは、年金額の基礎となる標準報酬  

である。（t＋1）咋度の受給者は全休として、（t）年度の受給者よりも一年後に動き出している。そのため、  
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標準報酬も1年分の賃金上昇率がかかることとなる。従って、経済前提を動かした場合の影響は、その賃  

金上昇率にほぼ同じとなる。   

ただ、グラフをみると、長い周期での脈動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、  

人口の変動を無視して、（∋式の∑を無視した影響であり、人口の年齢構成の変動が、受給者の各年度にお  

ける年齢分布に影響し、各コーホートのもつ総年金額への影響度合が変わってくるためと考えられる。  

（5）短期的な影響   

直近での様子は、2020年度頃までの動きに現れている。それによると、経済変更1でマイナス0．1～  

0．15％、経済変更2で、プラス0．1～0．2％の伸びであり、賃金上昇率のほぼ3分の1程度の影響となって  

いる。   

これは、  

ア．受給権者の過去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと  

イ．現状では受給者数が増加しており、相対的に65歳以上の受給権者の割合が多く、物価上昇率のみ  

の改定の影響が出ていること  

などが考えられる。  

（1）で見たように、財政再計算結果に基づく財政検証では、物価上昇率を動かした場合の試算は行ってい  

ない。従って、物価、賃金の両上昇率が変動した場合の予想は困難である。ただ、本章第4節でみている  

実質的な運用利回りは、物価上昇率の実績と再計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際にはさら  

に大きなものであろうと考えられる。  

（6）その他  

・可処分スライドによる賃金上昇率との違いや、再計算時点で解消していないマイナススライドの凍結  

分は、基準ケース（財政再計算）及び経済変更ケースのいずれのケースでも考慮されており、基準ケ  

ースからの離れ具合をみている今回の比較では、その影響は考えなくて良い。  

・支出には、給付費と基礎年金拠出金がある。基礎年金拠出金の支出に占める割合は、平成16年財政  

再計算によると、足下では、厚生年金と私学共済は約1／3、国共済と地共済では約2割であるが、  

将来的には厚生年金では4割を超し、共済では約3割となるなど財政から見てもかなりのボリューム  

となる。しかし、基礎年金拠出金も同じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出  

金を含めた支出合計で見ても、各年度の影響は図5－1とほとんど変わらないものとなる。  

・pl、＝ R。＋1／R－l1 の長期的な動向が、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同  

じであるという状況は、仮に、R。＝B。／A1．がnによらない定数倍になっていたとしても変わら  

ない。このことは、物価上昇率等も含む経済前提の設定が変動することにより同一時点における給付  

費の規模が変動するが、その影響は上記の分析には現れないことを示す。  
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